
働きながら 

受給できる年金制度が変わります 
長く働き続ける人の経済基盤の充実を図るため、2020年５月に年金制度が改正されました。具体的にど

のように変わるのか、2022年４月から施行される「在職老齢年金制度」の変更内容を見ていきましょう。 

      電機連合 総合産業・社会政策部門 

電機連合＠見える化通信 Vol.１２３（２０２２.２） 「見える化通信」では、難しそうで見えづらい政策課題の中身を月に一回紹介します。

在
職
老
齢
年
金
と
は 

歳
以
上
の
在
職
定
時
改
定
の
導
入 

歳
代
前
半
の
基
準
額
見
直
し 

高
齢
期
の
就
労
と
年
金 

 
  

60
歳
以
降
、
厚
生
年
金
に
加
入
し
働
き
な
が

ら
受
け
取
る
老
齢
厚
生
年
金
を
在
職
老
齢
年
金

と
い
い
ま
す
。
賃
金
と
年
金
の
合
計
が
基
準
額

を
超
え
る
と
年
金
の
支
給
が
減
額
さ
れ
る
仕
組

み
と
な
っ
て
お
り
、
60
～
64
歳
の
人
が
対
象
の

低
所
得
者
在
職
老
齢
年
金
（
低
在
老
）
と
65
歳

以
上
の
方
が
対
象
の
高
年
齢
者
在
職
老
齢
年
金

（
高
在
老
）
が
あ
り
ま
す
。
な
お
、
低
在
老
に
つ

い
て
は
、
年
金
の
支
給
開
始
年
齢
が
60
歳
か
ら

65
歳
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
際
の
経
過
措
置
と

し
て
支
給
さ
れ
て
い
る
た
め
、
男
性
で
は
２
０

２
５
年
度
、
女
性
で
は
５
年
遅
れ
て
２
０
３
０

年
度
以
降
、
対
象
者
は
い
な
く
な
り
ま
す
。 

   

60
～
64
歳
対
象
の
低
在
老
は
、
賃
金
と
年
金

の
１
か
月
相
当
額
の
合
計
が
28
万
円
を
超
え
る

と
、
超
え
た
分
の
半
額
が
年
金
か
ら
差
し
引
か
れ

ま
す
。
そ
の
た
め
、
再
雇
用
後
も
勤
務
時
間
や
日

数
を
減
ら
す
な
ど
、
就
労
抑
制
に
つ
な
が
っ
て

い
る
の
で
は
な
い
か
と
の
指
摘
が
あ
り
ま
し
た
。 

そ
こ
で
今
回
の
改
正
で
は
、
低
在
老
の
基
準

額
を
現
在
の
28
万
円
か
ら
、
高
在
老
（
65
歳
以

上
対
象
）
の
基
準
額
と
同
じ
47
万
円*

に
引
き

上
げ
て
就
労
の
促
進
を
図
り
ま
す
（
図
表
１
）
。

厚
生
労
働
省
に
よ
る
と
、
60
～
64
歳
で
働
き
な

が
ら
老
齢
厚
生
年
金
を
受
給
し
て
い
る
人
は
２

０
１
９
年
度
末
の
時
点
で
約
１
２
０
万
人
、
そ

の
う
ち
低
在
老
に
よ
り
減
額
さ
れ
て
い
る
人
は

半
数
強
の
約
67
万
人
い
る
と
さ
れ
て
お
り
、
今

回
の
改
正
に
よ
り
そ
の
う
ち
約
46
万
人
が
減

額
さ
れ
な
く
な
る
見
通
し
で
す
。 

＊
２
０
２
２
年
度
の
基
準
額
。
基
準
額
は
名
目
賃
金
の
変
動
に
応
じ

て
改
定
す
る
こ
と
が
法
律
に
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
。 

                        

同
じ
く
２
０
２
２
年
４
月
か
ら
、
65
歳
以
上

の
方
に
つ
い
て
は
、
会
社
を
退
職
し
な
く
て
も

毎
年
10
月
に
年
金
の
支
給
額
を
計
算
し
直
す

「
在
職
定
時
改
定
」
の
制
度
が
導
入
さ
れ
ま
す

（
図
表
２
）
。
こ
れ
ま
で
は
保
険
料
を
毎
月
納
め

て
い
て
も
、
老
齢
厚
生
年
金
に
上
乗
せ
さ
れ
る

の
は
退
職
後
ま
た
は
70
歳
に
な
っ
て
か
ら
で

し
た
が
、
在
職
定
時
改
定
の
導
入
に
よ
り
、
１
年

分
収
め
た
保
険
料
が
老
齢
厚
生
年
金
の
金
額
に

毎
年
反
映
さ
れ
、
年
々
増
額
さ
れ
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。
ち
な
み
に
賃
金
が
月
20
万
円
の
人
で

あ
れ
ば
年
金
額
は
年
間
約
１
万
３
千
円
増
え
る

見
込
み
で
す
。 

                        

今
回
の
在
職
老
齢
年
金
制
度
の
見
直
し
に
よ

り
、
60
歳
以
降
・
65
歳
以
降
の
働
き
方
の
選
択

が
広
が
り
、
就
労
意
欲
が
高
ま
る
こ
と
が
期
待

で
き
ま
す
。 

高
年
齢
期
の
就
業
を
め
ぐ
る
環
境
は
、
２
０

２
１
年
改
正
の
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
に
よ
り

70
歳
ま
で
の
雇
用
確
保
の
努
力
義
務
規
定
が

設
け
ら
れ
る
な
ど
、
エ
イ
ジ
フ
リ
ー
社
会
に
向

け
て
変
わ
り
つ
つ
あ
り
ま
す
。
電
機
連
合
で
は

高
年
齢
期
の
就
業
と
年
金
の
関
係
に
つ
い
て
引

き
続
き
法
改
正
の
周
知
を
行
う
と
と
も
に
、
政

策
・
制
度
要
求
実
現
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。 

■図表１ 在職老齢年金（60～64 歳対象）の基準額見直し 

 

■図表２ 在職定時改定の導入 
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現行 改正後

28万円を超えた場合、超えた

分の1/2（この場合１万５千円）
を支給停止

年金

10万円

賃金

21万円
賃金

21万円

28万円

47万円

（万円）

年金

10万円

65歳以上の水準（現在47万円）に引き上げ

賃金と年金を合わせて

47万円以下のため、
年金は減額されない

【2022年４月以降の

支給停止額】
（賃金＋年金ー47万円）÷２

【現在の支給停止額】

（賃金＋年金ー28万円）÷２

65歳から老齢基礎年金・老齢厚生年金を受給しつつ、
70歳まで厚生年金に加入して働いた場合 （出所：厚生労働省）

【現行（退職改定）】 65～70歳のときに納めていた厚生年金は、70歳到達時に
年金額を改定し、まとめて上乗せされる

【在職定時改定】 毎年１回、それまでの厚生年金加入実績を踏まえて、定期的に
上乗せされるよう、年金額の見直しを行う

老齢基礎年金

老齢厚生年金

65歳 66歳 67歳 68歳 69歳 70歳

65～70歳までの厚生年金の
加入実績に基づく上乗せ

老齢基礎年金

老齢厚生年金

65歳 66歳 67歳 68歳 69歳 70歳

在職定時改定による
年金増額


